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１．研究成果実績の概要

　本年度は、表題の「比較」を行う前提として、とくに日本の憲法教育・公法教育およびその背景にある憲法史・憲法思想について、専
門家を招いて研究会を行った。その成果は「法律時報」誌（日本評論社）において随時発表した。
　研究会の日程は以下のとおりであった。成果については下記３を参照されたい。

●1 月 27 日(日)
15〜19 時＠三田キャンパス
・荒邦先生＋山崎先生：
明治憲法期のアジア諸国に対する日本の法教育について聴き取り

●3 月 1 日(金)
＠三田キャンパス
・石塚先生＋堀口先生（8 時半〜10 時半）
明治憲法期のアジア諸国に対する日本の憲法理論の輸出についての聴き取り
・水野先生（18 時〜19 時半）
明治憲法期のアジア諸国に対する日本の刑法理論輸出についての聴き取り

●3 月 2 日(土)
9 時〜11 時＠三田キャンパス
・石塚先生＋堀口先生
本年度収集した研究資料の分析・整序（瑞慶山とともに）

●3 月 30 日(土)
・石塚先生：
2018 年度の研究調査内容総括のためのミーティングに参加し、研究協力者として公法学（特に憲法学）の観点からのコメントを頂いた

２．研究成果実績の概要（英訳）

We organized and hosted several round tables, in which we invited experts and discussed an education method of constitutional law,
including administrative law, and constitutional history in Japan in order to compare education methods of public and private law in
Asian countries.
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